
団体会員一覧

水戸市かえるタウン交流の会
ＮＰＯ法人　水戸こどもの劇場
ＮＰＯ法人　ジュース
ジョイスター株式会社
ＮＰＯ法人　茨城ＹＭＣＡ
ＮＰＯ法人　ひたち親子劇場
ウルノ商事株式会社
ＮＰＯ法人　こすもす
ＮＰＯ法人　子ども劇場茨城
ＮＰＯ法人　ユーアンドアイ
ＮＰＯ法人  いばらき介護福祉の会
ＮＰＯ法人　おおぞら 
ＮＰＯ法人　日本医療救援機構
ＮＰＯ法人　自然生クラブ
ＮＰＯ法人　共楽館を考える集い
ＮＰＯ法人　リヴォルヴ学校教育研究所
ＮＰＯ法人　ワークスたんぽぽを支える会
ＮＰＯ法人　福祉支援団体ふれあいいなほ
茨城県青年海外協力隊を育てる会
ＮＰＯ法人　アサザ基金
ＮＰＯ法人　茨城県精神障害地域ケアー研究会 
ＮＰＯ法人　ふじしろ福祉の会
生活協同組合ハイコープ
ＮＰＯ法人　自立生活センター
　　　　　　　　　　ライフサポート水戸
有限会社　つくばインキュベーションラボ
ＮＰＯ法人　ビスターリさとみ会 
ＮＰＯ法人　つくば環境フォーラム
中央労働金庫
ＮＰＯ法人　取手市手をつなぐ育成会
ＮＰＯ法人　ままとーん
ＮＰＯ法人　環境市民クラブ
スイミング・サークル・桜川
ＮＰＯ法人　ポランのひろば
ＮＰＯ法人　宍塚の自然と歴史の会
ＮＰＯ法人　来夢ハウス
ＮＰＯ法人　ゆりの会
ＮＰＯ法人　つくばクリエイティブ・リサイクル
ＮＰＯ法人　生活支援ネットワークこもれび
ＮＰＯ法人　ふるさと元気塾
ＮＰＯ法人　まちづくり市民会議
ＮＰＯ法人　にこにこサービス
ＮＰＯ法人　子どもの研究所
ＮＰＯ法人　水戸共に育つ会
ＮＰＯ法人　ニューライフカシマ21
赤塚みなみ保育園
社会福祉法人　ユーアイ村
ＮＰＯ法人　筑波山環境クラブ
ＮＰＯ法人　いきいきネットワーク
ＮＰＯ法人　あすかユーアイネット
ＮＰＯ法人　いきいき・サポート
有限会社　すのう商事
ファミリーサポートしあわせ
ＮＰＯ法人　あゆみ　
ＮＰＯ法人　並木会
ＮＰＯ法人日本ダウン症ネットワーク
日本労働組合総連合会　茨城県連合会 
ＮＰＯ法人　ドリーム　たんぽぽ
ＮＰＯ法人　Ｎ＆Ｎ　Corporation
ＮＰＯ法人  ＨＳＥリスク・シーキューブ
　東海村支部「ＮＰＯしーきゅうぶ東海村」
ＮＰＯ法人　エイエスピー
ＮＰＯ法人　福祉サポートセンター県西さわやか
ＮＰＯ法人　ナルク水戸
ＮＰＯ法人　あすなろ会
ＮＰＯ法人　ウィラブ北茨城
ＮＰＯ法人　福祉会　ねこの手
ＮＰＯ法人　グリーンピュア
ＮＰＯ法人　結城まちづくり研究会
ＮＰＯ法人　まごころねっとわーく 
ＮＰＯ法人　次世代教育センター
ＮＰＯ法人　たすけあいネット民の会
ＮＰＯ法人　ふれあい潮来

以上71団体（順不同）
2006年８月1日現在　
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茨城でＮＰＯにとり組む人と、
応援する人を増やす…
それがコモンズの使命です。

コモンズからのお知らせ
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発行日　2006年８月11日

発行者　茨城ＮＰＯセンター･コモンズ

「コモンズ」とは市民・企業・行政・市民団体などが自由に参加して情報を交換し

新しい価値観を共有する場を意味しています

コミュニティ・レストラン　と  ら  い

Tel：029-233-6544 
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茨城ＮＰＯフォーラム２００６
企業・社員とＮＰＯの出会い

～キャリアを地域づくりに活かしてみませんか～

◆日　時：２００６年９月14日（木）13:00～16:45

◆場　所：茨城県三の丸庁舎３階講座室ほか

◆対　象：退職後の地域活動参加に関心のある方

　　　　　企業の社会貢献やライフプランセミナーの担当者

　　　　　社員の受入れや、企業との連携に関心があるＮＰＯ関係者

　　　　　市町村の市民活動担当課や市民活動センターの職員など

　　　　　約100名程度

◆内　容：基調講演　「中高年世代、活躍の場は企業から地域へ

　　　　　　　　　　　ＮＰＯとつながり、地域を元気に」

　　　　　　　　　　　講師　(社)日本フィランソロピー協会　高橋陽子さん

　　　　　分科会Ａ　「ＮＰＯのメンバー･スタッフとなり活躍する」

　　　　　　　　Ｂ　「自らＮＰＯやコミュニビジネスティを起業」　　　　

　　　　　　　　Ｃ　「ＮＰＯと企業連携事例から学ぶ」

　　　　　交流会　　（いろいろな経験を持つ人と話すことからはじめよう）

◆参加費：無料（ただし資料･交流会費は実費をいただきます）

◆主　催：(社)茨城県経営者協会、茨城新聞社

　　　　　大好きいばらき県民会議、茨城ＮＰＯセンター･コモンズ

◆問合せ：茨城ＮＰＯセンター･コモンズまで

　　　　　　

　現在、市民社会に向け大きく広がり続

けているＮＰＯ活動。その根底に流れて

いるものは、隣人の幸せなくして自分の

幸せはないとの感覚、そして他人の痛み

を自分の痛みと捉える個人の意識です。

わたしたちの暮らすまちが、誰にでも優

しい住みよいまちになってほしいという

市民一人ひとりの想いが、茨城の地にお

いても300を超すＮＰＯ団体の誕生にな

って現れています。 

このような市民意識の変化が大きな潮流

となり、ＮＰＯの存在は広く認知され、

その活動は社会の中で大きな成果をあげ、

もはや社会を支えるうえで欠かすことの

できない大きな存在になりました。

　一方、ＮＰＯがめざす社会の実現はＮ

ＰＯだけでかなえられるものではありま

せん。

　経営学のピーター･ドラッカー氏は

「21世紀の成長分野は非営利セクターで

あり、最も経営管理が必要とされてい

る」と話し「匿名性の社会である都市社

会に、ＮＰＯがコミュニティをもたら

す」と予言しました。

　この予言を実現する１つの知恵が、す

でに退職された方、これから退職される

皆さんがＮＰＯに参加することです。コ

ミュニティを再生し希望の時代のとびら
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人生後半からがおもしろい

　　一歩ふみだしてよかった！

ＮＰＯ起業科受講生大募集

◆期　間：2006年10月4日（水）～2006年１２月27日（水）延べ58日間 

◆場　所：土浦駅西口　モール505

◆対　象：雇用保険受給者の方または再就職等の希望がありハローワークの

　　　　　推薦を受けられた方　定員20名

◆内　容：ＮＰＯ設立、組織運営、会計実務、パソコン操作、現場実習など

◆費　用：2,000円（テキスト代）

◆申込みお問合せ　茨城ＮＰＯセンター･コモンズまで

　　★本講座は、雇用能力開発機構茨城センターからの受託講座です

ＮＰＯ起業科卒業生の皆さん

３ヶ月間、様々な経歴、年代の人と共にＮＰＯを学び仲間とやりたい

ことをみつける講座です。

卒業生のうち約10名がＮＰＯの代表やスタッフとして活躍しています。

５

コミュニティと希望のとびらを開けてみようか

地域の入り口としてのＮＰＯ起業科
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ＮＰＯ起業科座談会

（2006年７月２４日・SOHOつちうら）

出席者：植田氏　納谷氏　高橋氏　相原氏　

退職後にどうしてＮＰＯに関心を

もったのだろうか…

植田　還暦を迎え、余生は納得で

きる仕事をしたいと考えハローワ

ークへ行ったところ、ＮＰＯ起業

科があることを知り受講。ＮＰＯ

については漠然と知っていたが、

３ヶ月間勉強して、自分でも実現

できるかなと思いました。

納谷　ＮＰＯを作るという目的を

もって起業科を受講。電気メーカ

ーに勤務していたが、退職前から

野鳥の会に所属し、ボランティア

活動に関わっていました。取手市

で環境基本計画を策定することに

なり、実践する機関として組織を

立ち上げることになったのです。

高橋　60歳で退職１年後、茨城新

聞を見ていたところ妻からも進め

られて起業科を受講。自分の今ま

での経験とは異なる世界の話を聞

ける場に参加し、よい友人や先生

（？）ができました。

相原　52歳で退職。ＩＴ関係の仕

事でストレスが多く、血圧など健

康面での不安もありました。家の

ローンや子育ても終わり、早期退

職を決意。退職前から｢まいづる

塾｣に参加しまちづくりに関わって

まちを知り、県北の地域性を認識

しました。１年後妻の紹介でコモ

ンズを訪れ起業科を受講しました。

修了後、事業を起こすにはどうし

たらよいのだろうか

植田　２,３年ボランティアを経験

してはという声もありました。

　賛同者を集めるのに、会議参加

型と実践型の二つのタイプで進め

ました。人が人を集める。楽しい

ところに人は集まるんですよね。

当初、事務所は一人で寂しかった。

人が集まるような場所づくりが必

要で、他の人に優しく笑顔で接す

ることができるようになりました。

（柔らかな笑顔が多くなったと参

加者がうなずく）

　現在、目標が定まり先が見えて

きた感じで、４月から職員が３人、

会員も100人を超えた。最初はごく

短い時間の関わりでも共に行動す

ることでボランティア意識が高く

なってきたようです。ボランティ

アの世界の泥沼に足を踏み入れて

…沼から出たときは前よりきれい

になるというのでしょうかね。

　また、私は経営のことを考えて

あえてＮＰＯにしました。

　今の社会は不安や不満が多く、

ＮＰＯに期待するものが多いと考

えたのです。ＮＰＯに対し行政も

税務署も親切ですよね。

納谷　「環境ＮＰＯとりで」を立

ち上げたのは自分の趣味に近い分

野だったからです。旗をあげた人

は他にいたんです。

　子どもの居場所づくりもきっか

けは別にありました。以前、総合

的学習支援活動で学校で詩吟の指

導をしました。その関係で土浦の

ウララで健康詩吟の会に呼んでい

ただき、取手の教育委員会からも

声がかかりました。芸は身をたす

くというやつで、活動は連鎖反応

的に広がっています。

　幸い私は年金の条件が良い方な

のですが、現実の格差社会は厳し

い。生活は年金が基本でなんとか

なるから、ボランティアができる

と思っています。

人としてできることをきちんとすることが、人と人との
つながりを生む
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　地縁組織の抱える課題

　市川博美さんが収入役を務める松

本市は地縁組織、つまり町会がよく

機能しており、福祉計画も町会でで

きてしまうほどであった。

　しかし、逆に地縁に入れない人が

いる。例えばある町会運営の托老所

には他町会の人は入れない現実が存

在するという。このように地縁を越

すことができないという問題がある。

　しかし、地縁を越えたところにも

確かなニーズがある、その意味にお

いてＮＰＯや市民団体の意義がある

とも。

　また、本来団体が自ら担うべき実

務まで行政が関与していることも、

市民団体が育たない理由であると市

川さんは話す。

　組織自立のため小さなグループ自

立計画促進案というマニュアル本を

作成中であるという。

効果的な提案とは？

　市川さんは長野県ＮＰＯセンター

事務局時代、ＮＰＯの集まりに行政

の人を巻き込んでいくという形で事

業を展開した。そこでは会議の前に

行政に対して要望を出すのではなく、

「提案」という姿勢が望ましいこと

を強調した。「提案」とはデータ、

調査、ヒアリングを行って、それを

客観的に行政に伝えることである。

さらに、そこで重要な点は行政が知

らなかったことを、また知りたかっ

たことを提示できるかどうかである

とも言う。ＮＰＯは行政が知らなか

ったことを常に提示することが必要

であると市川さんは強調する。

マスコミの持つ力を知ること　

　市川さんはＮＰＯ法人申請時の経

験から、行政がマスコミに対して敏

感であることを痛感した。このこと

から、行政のＮＰＯへの認識を高め

てもらうためにはマスコミを活用す

ることが重要であるという考えに至

った。その後、信濃毎日新聞と組ん

で、ＮＰＯ専門のページを作っても

らうことになった。

協働とコーディネーターの重要性

　行政と懇意になること、担当者に

興味を持ってもらうことが大事であ

る。その考えがＮＰＯと行政の協働

提案センター設立へと結びついた。

しかし行政は合意形成が苦手であり、

そのために市民の側からコーディネ

ーターを募る必要がある。コーディ

ネーターを中心に、市民のなかでお

互いの意見を言い合う場を行政とし

て作る必要があると市川さんは話す。

最後にサイレントマジョリティの意

見をすくいあげる必要性も市川さん

は訴えていた。

役割分担と合意形成

行政と市民団体のあるべき関係とは

　長野県ＮＰＯセンター常務理事で松本市収入役でもある市川

博美さんが「行政と市民団体の協働のあり方」に関して、コモ

ンズ総会で講演した内容を前号に続きお伝えする。

　そのなかで市川さんは、合意形成がいかに大切かを強調した。
市川　博美さん

植田實さん
起業科１期生

相原正夫さん
起業科1期生

納谷昌孝さん
起業科1期生

高橋正俊さん
起業科３期生

ＮＰＯ法人
たすけあいネット民の会　常務理事

ＮＰＯ法人　インパクト
茨城県県北生涯学習センター業務課

ＮＰＯ法人
環境ＮＰＯとりで　事務局

ＮＰＯ法人取手ぶるく
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韓国ＮＧＯを研修視察韓国ＮＧＯを研修視察

　コモンズは昨年12月に、韓国「忠北ＮＧＯフォーラム」からの研修視察団

を受け入れた経緯から、今年６月８日から４泊５日の日程で帯刀代表理事を

はじめ、茨大生、ＮＰＯ関係者などを含め11名で韓国ＮＧＯを視察した。

市民権利の拡大と民主化運動

移民労働者が人口の１％を超える

　成田空港から仁川空港に向かう

機中でKorea Heraldの面白い記事

が目についた。韓国では外国人登

録者536,627人のうちの47.6％が

移民労働者である。外国人の国籍

は中国人が46.1％、東南アジア系

が23%、南アジア系が6.3%、米国

が4.8%である。韓国政府では公共

サ－ビスをはじめ、韓国語教育や

交通規則、ゴミ処理の情報を提供

するなどサポート体制を取る計画

であると述べていた。

ＩＴ時代の韓国事情

　初日は韓国の中央に位置する大

田(テジョン)「韓国のシリコンバ

レー」といわれているＫＡＩＳＴ

（韓国科学技術院）のＫＲＩＳＳ

（韓国国際基準科学研究所）や

ＥＴＲＩ（電気通信研究所）など

を視察。韓国のＩＴは日本に劣ら

ないと聞いていたが、産官学の連

携により科学技術ではアジアで上

位を占め、世界の度量衡の基準の

展示物からは韓国の経済の発展の

基礎を見た思いがした。

　大学でアインシュタインそっく

りのロボット｢ｈｕｂｏ｣を見学し

たが、指を１本ずつ動かしたり、

ダンスをしたりと日本の「ａｓｉ

ｍｏ」より優秀なロボットとのこ

とだった。

韓国ＮＧＯ忠北参加自治市民連帯

　２日目は今回の研修目的である

韓国ＮＧＯのＣＳＰＡＣ(忠北参

加自治市民連帯)を視察した。人

口60万人の清州市に1989年設立。

会員数804名、常勤スタッフ６名

で運営しており、政府からの補助

は一切受けていない。

　ビデオ放映では場外馬券売り場

建設反対運動、イラク派兵反対運

動、公正な選挙運動（落選運動）

政府予算の監視など市民レベルで

行政に働きかけてきた活動が紹介

された。1987年に朴大統領の独裁

に対して民主運動がおこり、1991

年に地方選挙制が復活した背景か

ら、中央集権を地方分権に変革す

る動きが強まり、行政主導から市

民権利の擁護と民主化が進んだ。

韓国で初めての市民参加基本条例

（大阪の箕面市を参考）が制定さ

れて、行政参加の権利、行政の情

報公開の義務、委員会への参画

（委員の公募）、市民討論会や公

聴会の義務付けなど、協働を越え

た市民参画型の行政を目指した活

動を展開している。

　事例発表はトコビ－（蛙）の生

態系を守る市民活動が紹介された。

月の神様である蛙を大切にする清

州市民が立ち上がり、大規模開発

の見直しキャンペーンや代案提示

を大々的に展開。トコビーの産卵

場所を確保させ、開発生態公園造

成、生態文化センタ－建設計画な

どに行政を動かした。

　最終日の視察は環境問題や環境

教育に取組む「エネルギー転換」。

この団体の創設者は民主化運動の

リーダーで若いスタッフが多かっ

た。市民の関心を高める様々な活

動を展開している。２年前から電

力販売を始め、モデル事業では非

営利企業（韓国にはＮＰＯの制度

はない）として集合住宅などに設

備の提供も始めている。

隣国の将来は？　　　　　　　　

　都心部の高層集合住宅は日本の

４大都市とは比較にならない。街

並みは私が交流している米国の姉

妹都市やサンフランシスコ、ロサ

ンゼルスにどこかにている。文民

政権や米国との自由貿易の影響か

らか、生活者の中産階級が少ない

のも特徴である。これからめざま

しい発展がますます期待されるア

ジアの国の一つに違いない。

　　ＮＰＯ法人Ｎ & ＮCorporation

      　　　　　　代表　高橋紀子

植田　多くの人の実態は、年金生

活は大変なんです。ＮＰＯの有償

ボランティアで生活費の不足分を

補うことになります。

高橋　講座でのプレゼンテーショ

ンはなんとかなりました。修了後、

楽しい仲間と「哲学研究会」など

を作りましたが、今後については

正直どうしようか途方にくれまし

た。今は納谷さんと同じ会とまち

づくりＮＰＯ「取手ぶるく」に入

っています。この秋から「ゼロカ

フェ」－市民と芸大生の交流－を

スタ－トさせ、空き店舗に作品を

展示。１ブロック1,000円で展示販

売を可能にしたり、子どもたちや

大人にも絵を教えるサロンにしま

す。また、芸大は時々休講があり、

当日の朝に発表するんですが、そ

の情報を「ゼロカフェ」で受け取

れるようにします。ただ今、準備

中です。

　私は、基本的に人間嫌いだが、

人と人が仲良くなっていく姿を見

るのは心地よく楽しいんです。

相原　私の場合年金支給開始まで

遊んでいられないため、起業科修

了後「ひたちＮＰＯセンタ－with

　you」にアドバイザ－として就職。

半年間そこでいろいろなＮＰＯ団

体に接し、基本的に収益をあげて

労働対価を払っているところは少

ないことを知りました。

いきなり立ち上げるのは無理だと

思い、前職の経験を活かしＨＰの

作成（最初は無料で２回目からは

有料）やCDロムなどのコピーの仕

事を手がけました。日立電鉄の存

続運動では事務局を引き受けまし

た。ＮＰＯ「インパクト」が県北

生涯学習センタ－の指定管理者と

なり、私は企画事務を行うスタッ

フとして採用されました。８月11

日オープンを目指し１７名のスタ

ッフ（５人専従）で準備中です。

この先５年契約ですが、住居のあ

る常陸太田の方でもなにかしかけ

たいとは思っています。

会社人間だった頃と比較して忙し

さや疲れはどうなのだろう…

納谷　不思議に忙しいがストレス

はたまらないですね。

高橋　あまり時間を気にせず仕事

ができるし、できないことは人に

頼めるから問題にならないです。

企業では自分にとって良いこと悪

いことを超えて仕事をしなければ

ならないこともありましたから。

納谷　自分の時間を作りながら活

動できる。おかげでよく眠れるん

です。

相原　企業で仕事をしていたとき

のプレッシャ－とは全然違います。

当時は家族を養う責任があったの

で…。今は忙しいことは忙しいで

す。会社時代はきちんと休日があ

りましたが、休日はない訳で…。

　

植田　体力的にはきついですが、

サラリーマンの時とは違ます。今

の方が楽しいです。ＮＰＯでは○

○長が嫌いな人がたくさんいます。

これが会社とは違うところでしょ

う。もちろんストレスはあります

が、反面やりがいはあります。

　これからは生きていくために、

高齢者も若い人も生活は大変にな

ります。これからは２足のわらじ

を履いたほうが生活や生き甲斐を

発見できてよいと思いますね。

人間関係で企業とＮＰＯでの違い

や苦労などはあるのだろうか…

植田　年を重ねれば頭が固くなる、

融通がきかなくなる、然りです。

多様な人がいることを受けとめる

ことを大事にする必要があるでし

ょう。

相原　退職者と若い人とのは問題

もあります。人間関係は難しい。

サラリーマン経験者は切り替えが

難しいと思う。職場でも命令でな

くお願いする感覚に変えないとい

けない。

中高年世代へのメッセージを…

相原　団塊の世代には自分が作っ

てきた社会を見直して欲しいと思

います。豊かさを求めてなくして

きたものを、きちんと修正をする

という見方で振り返り、責任をは

たしていくことが必要だと思って

います。

ＮＰＯに関わるときのワンポイン

トアドバイス…

植田　夢を持つことが大切です。

仲間も然り。

起業科の受講者は定年後の人ばかりと思ったら、若い人もいた。

内容が幅広く、会計から実際の活動についての講座があった。

社会的責任を充分理解し、起業には経済的基盤が必要と認識した。

講習会の組み立て方が難しいとは思うが、実習で対応の仕方に戸惑った。

会社人間だった方でも分野が違っていたり、違う世界との交流ができ仲間ができた。

ワークショップは役に立った。

４０年ぶりに学校の雰囲気を体験できたし、３ヵ月修了後に何をやろうかと寂しく感

じ、仲間を作ろうと思った。

自分たちが立ち上げたいとき、具体的にどう行動していいかまでは、つかめなかった。

もっと、討論的なものがあればよかったと思う。

起業科を修了して思うこと

苦言もあり、本音を語ります。

研修視察のメンバー

精巧な｢ｈｕｂｏ｣
これがロボット？
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ＮＥＣとアサザ基金の事例から学ぶ 

ＮＰＯ法人アサザ基金は、霞ヶ浦

水系全体の生態系を再生させよう

と、学校、企業、行政、漁協など

様々な主体とコラボレーションを

行っていることで全国的にも知ら

れている。アサザ基金は、霞ヶ浦

浄化の方法として従来からあった

アサザや葦の復元を具体化するた

め、沿岸の200の学校などでアサ

ザの苗を育てて植えつけを始めた。

しかし護岸工事の影響で波が強く、

アサザの定着はうまくいかなかっ

た。

　そこで波消しブロックの代わり

に、間伐材による粗朶(伐採した

小枝)を沈めるアイディアを出し、

森林組合と漁協に提案。木材が活

用され、粗朶であれば魚も増やせ

ると双方とも協力した。資金面で

は、国が市民型公共事業と認めて

事業を委託した。

　アサザ基金の取組みの特徴は①

関係者それぞれにメリットをもた

らすwin-winの関係をつくること

②中心となるセンターは置かずに

様々な主体が対等でヨコにつなが

るネットワークをつくり、ＮＰＯ

がつなぎ役になる③活動を自己完

結型にせず周りに展開させる、と

いう原理で行っていることだ。こ

れは自然生態系の原理と重なる。

このようなアサザ基金のダイナミ

ックな事業展開に関心をもった

様々な企業が協働事業を行ってい

る。

　その中のひとつにＮＥＣがある。

ＮＥＣではＩＴを環境問題に役立

てることが大きなテーマになって

いたが、鍵を握るのは社員の環境

マインドの向上だった。

　そこで環境問題に取り組むＮＰ

Ｏを探し、アサザ基金を知った。

ＮＥＣが訪問した際、アサザ基金

はＮＥＣの技術を提供してほしい

と提案した。ＮＥＣ側では、社員

から通信式のソーラーセンサーの

技術を生かせないかとの提案があ

り、学校のビオトープに気象デー

タ観測センサーが設置され、学校

での学習にも役立つことになった。

　協働とは、行政だけではなく企業とＮＰＯの間でも可能である。企業も社会的責任（ＣＳＲ）

を果たす上でＮＰＯとの連携に関心を持ち始めている。では、どうすれば企業とＮＰＯの協働は

成り立つだろうか。本特集では、第３回パートナーシップ賞にも選ばれた２つの事例とひとつの

ユニークな協働プログラムを紹介する。キーワードは、関係者皆がメリットを得られるwin-win

の関係と，既存の壁を乗り越えるパワー、そして人との出会い。

企業とＮＰＯの協働とは

特　集

　一方社員や家族が参加した谷津田

の復活事業では長年放置された谷津

田で米をつくり、地元酒造会社と提

携して酒づくりをおこなった。この

活動は、谷津田をコミュニティの交

流の場、地場産業を生み出す場、霞

ヶ浦水水系保全の場として再生させ

る取り組みで、参加した社員の反響

は非常に大きく、有能な営業マンで

自然環境保全の資格をとる人までで

てきたという。

　アサザ基金とＮＥＣの事例は、持

続可能な産業・環境・コミュニティ

のシステムを作るうえで企業が次世

代の技術やサービスをどう担えるか

を探る取り組みでもある。ＮＰＯと

の協働とは、コミュニティという

「時間と空間の連続性のある場」で

社会実験を行うことでもある。

ＮＰＯの現場では、様々な人が交わ

り、価値の共有を通じて、予想もし

なかった展開が起こる。

　アサザ基金には、企業や行政の組

織の限界を感じた人がよく訪ねてく

るとのこと。狭い組織の中にいる人

には見えないことでも、ＮＰＯであ

ればアドバイスができることがある。

そうしたＮＰＯのリーダーは常に社

会全体の流れをつかみ、アンテナと

人脈を広げている。

　真のパートナーシップとは、問題

を共有し、共に課題にチャレンジし、

相互の可能性を引き出す営みといえ

る。

ＵＤ生活者ネットワークとトステム

による協創型商品開発

　ユニバーサルデザイン生活者ネッ

トワークは、消費者アドバイザーな

どが中心になって、生活者の声をも

のづくりの現場に届ける提案活動を

行っている。UDの視点による商品づ

くりを検討していたトステムのチー

ムが、同ネットを知りUD生活者ネッ

トに声をかけたことから協働が始ま

る。

　最初に生活者の声を収集分析する

「困りごと調査」を行い、UD生活者

ネットは玄関ドアのUDチェックリス

トを作成。トステムは、これと独自

のUDの指標を考慮して開き戸でも引

き戸でもないドアの協創型商品開発

に着手し、何度もモニターによるテ

ストを行う。この間、両者は秘密保

持、成果物の扱い、労働対価などに

関して覚書を交わし、互いの役割を

明確にして対等な立場で事業をすす

めた。「UDを追求しよう」という両

者の想いと、月2回の定例会で協議

と合意を重ねた中で築いた信頼関係

をもとに、生活者視点にたった商品

が生まれ、企業内でもNPO側でも意

識や取組みで変化が起きたとのこと。

　本事例は、企業の本業を問う事業

であり「生活者の意見を企業とつな

ぐ」というＮＰＯのミッションを実

現する取り組みといえる。UD生活者

ネットは、CSRは企業だけが取り組

むものではないとして、次のような

メッセージを発している。
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パートナーシップ大賞の案内

社会に多様なインパクトを与えた特色ある「Ｎ

ＰＯと企業の協働事業」を全国から募集し、大

賞1事例、とパートナーシップ賞が５事例選ば

れ、受賞団体には助成金と記念楯が贈られる。

主催はパートナーシップサポートセンター。今

年で４回目を迎える。

現在募集中。締め切りは8月25日。

さまざまな形での協働の紹介

市民福祉団体全国協議会（市民協）の福祉長屋事業

　市民協は「元気な1人暮らしの高齢者は賃貸住宅に入居し

にくい」「福祉系NPOは事務所が確保しにくい」「マンショ

ンオーナーは空き室を埋めたいが高齢者の入居は心配」とい

う３つの課題の解決方策として、マンションの1室にNPOがテ

ナントとして入り、高齢の入居者を支援するコミュニティハ

イツを考案。市民協はマンション側とNPOの仲介を実施し全

国で事業を展開。NPO側は最低毎日安否確認の電話をかける

ほか、必要に応じて家事援助などを実施。あえてサービス内

容を細かく定めなかったことで、様々なタイプの福祉長屋が

企業との連携をするためにＮＰＯが留意すること

・企業とＮＰＯであっても、最初は個人の出会いが重要

・ＮＰＯは豊かな知識や経験をもとに企業に提案を

・提案のポイントは「仕組みを変える」「課題対応ではなく価値の創造」

・活動に発展性を持たせつつ、企業の活動のペースも考慮し柔軟に対応

・メディアを活用し活動の輪を広げる

・企業が学びたくなる専門的なノウハウを提供する

・採算性とミッションのバランス感覚を大事にする

・哲学をもって基本からぶれることのない姿勢

▲

▲

▲

▲

▲

▲▲

▲

▲

▲

▲ ▲

▲▲

▲
▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲▲ ▲

大学･研究機関

アサザプロジェクト
湖と森と人を結ぶ霞ヶ浦再生事業

漁業協同組合

企　　　　　業

土地改良区など

農業関係団体

生活協同組合

市　　　　民 学　　　　　校

流域自治体

森林所有者

森林組合

(有)霞ヶ浦粗朶組合

国　土　交　通　省
霞ヶ浦工事事務所霞ヶ浦･北浦を

よくする市民連絡会議

ＮＰＯ法人アサザ基金

計画

研究

連携

支援

参加

連携

水田･休耕田･用水路管理
資材

参画 実践環境教育
総合学習

アサザ基金 
ホームページより

流域管理･流入河川

管理協定森林管理

協同

公共事業 発注

企画運営調整

未来を創る　　　市民･学校･事業者･研究者･行政の協働プロジェクト

ＣＳＲ（企業の社会的責任）

　一人ひとりの社員が

　自社に自信をもち、社会から信頼を得る

ＣＳＲ（市民の社会的責任）

　生活者も連携して

　声を出してモノやサービスのあり方を変える


